第75回岩手県総合計画審議会　議事録
【開催日時】平成28年２月15日（月）15：00～17：00
【開催場所】ホテルニューカリーナ・２階「アイリス」
【出席委員】
　　岩渕明会長、浅沼道成委員、伊藤昌子委員、小田祐士委員、金谷茂委員、

　　鹿野順一委員、鎌田仁委員、高橋勝委員、谷藤邦基委員、千田ゆきえ委員、
　　恒川かおり委員、早野由紀子委員、藤原淳委員、細川智徳委員、森奥信孝委員、
　　山田佳奈委員、吉田基委員

【欠席委員】
　　山口淑子副会長、五日市知香委員、藤原淳委員
【次第】
１　開　会

２　あいさつ
３　報　告
　(１)「いわて県民計画」第３期アクションプランの策定について

　(２)「岩手県国土強靱化地域計画」の策定について

４　議　事

　(１) 平成28年度当初予算について

　(２) 政策評価結果等の政策等への反映状況について

　(３)「希望郷いわて」の実現に向けた各委員からの御提言について

５　その他

６　閉　会

１　開　会
○大槻政策地域部副部長兼政策推進室長
　ただいまから、第75回岩手県総合計画審議会を開催します。
　皆様、本日は御多忙の中、御出席をいただき、ありがとうございます。岩手県政策地域部副部長の大槻でございます。暫時、進行を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。

　本日の審議会は、五日市委員、藤原委員、山口委員の３名が御欠席となっております。本日は、委員20名のうち、17名に御出席頂いており、半数以上の委員に御出席を頂いておりますので、岩手県総合計画審議会条例の規定により、会議が成立していることを、まずもって御報告いたします。
２　あいさつ

○大槻政策地域部副部長兼政策推進室長
　それでは、開会に当たりまして、達増知事から御挨拶を申し上げます。
○達増知事
　第75回岩手県総合計画審議会の開催にあたり、御挨拶申し上げます。

　委員の皆様には、お忙しい中、御出席を賜り感謝申し上げます。また、日頃より県政発展のために御尽力をいただいていることに対し、改めて御礼申し上げます。

　さて、前回の審議会では、「いわて県民計画」第３期アクションプランの最終案について御審議いただいたところであり、その後、県では、プランを策定し、２月８日に公表したところであります。

　また、11月の審議会におきまして素案を御審議いただきました「岩手県国土強靱化地域計画」についても先ごろ策定し、アクションプラン同様、２月８日に公表したところです。

　両計画の策定にあたり、委員の皆様には貴重な御意見を賜り、感謝申し上げます。

　本日の審議会では、これら計画の策定について事務局から御報告した後、平成28年度当初予算と政策評価結果等の政策等への反映状況について御説明いたします。

　平成28年度予算は、「本格復興完遂予算」として編成したところです。

　被災地の安全、暮らし、なりわいを支える復興事業を着実に進め、「本格復興」を完遂させるとともに、希望郷いわて国体・希望郷いわて大会を成功に導き、また、第３期アクションプラン、ふるさと振興にもしっかりと取り組んで参ります。

　委員の皆様には、本日の審議会が、第18期審議会委員における任期中最後の審議会となりますが、それぞれの御立場から忌憚のない御意見や御提言を賜るようお願い申し上げ、御挨拶とさせていただきます。本日はよろしくお願いします。
○大槻政策地域部副部長兼政策推進室長
　続きまして、本日の審議会の概要について御説明いたします。
　まずはじめに、本日、委員席の方に資料を机上配付してございますが、次第の３のとおり、事務局から、「いわて県民計画」第３期アクションプランの策定について、また、「岩手県国土強靱化地域計画」の策定について、一括で御報告いたします。

　次に、議事(１)の「平成28年度当初予算」について、続いて、議事(２)の「政策評価結果等の政策等への反映状況」について、事務局から概要を御説明いたします。
　その後になりますが、今回の審議会が第18期委員におかれましての任期中最後の審議会となりますことから、委員の皆様から、「希望郷いわて」の実現に向けた御提言や、岩手県政における全体的な御意見などを御発言いただきたいと考えております。本日の審議会の内容は、以上を予定しております。

　それでは、以後の進行につきまして、岩渕会長よろしくお願いいたします。
３　報　告
（１）「いわて県民計画」第３期アクションプランの策定について
（２）「岩手県国土強靱化地域計画」の策定について
○岩渕明会長
　それでは、次第に沿って会議を進めます。
　はじめに、報告の(１)「いわて県民計画」第３期アクションプランの策定、報告の(２)「岩手県国土強靱化地域計画」の策定について、事務局から一括で説明をお願いします。
○高橋政策地域部政策推進室政策監
　それでは、まず、報告事項の一つ目、いわて県民計画「第３期アクションプラン」の策
定について、先ほど、知事からお話し申し上げたとおり、今月初め、庁内手続を経て決定
し、８日に公表したところであり、報告をいたします。
　当審議会においては、昨年９月に、事務局からプランの策定方針案をお示しした後、プ
ランの素案、最終案と、非常に駆け足での審議日程となりましたが、委員の皆様からは様々
な観点での御意見・御提言を頂戴し、大変ありがとうございました。あらためて、感謝申
し上げます。
　本日、時間の都合もあり、プランの内容についての説明は省略させていただきますが、
先に説明申し上げたとおり、プランは、「東日本大震災津波復興計画」と軌を一に進め、
昨年10月に策定した「岩手県ふるさと振興総合戦略」を包含するものであります。
　これら２つの計画と一体的に推進し、政策編において政策推進目標として掲げた人口、
県民所得、雇用環境等の７つの具体の目標や、42の政策項目において掲げた「みんなで目
指す姿指標」等の達成を目指して、いわて県民計画の最終期間であることを踏まえながら、
具体的な取組を進めてまいります。
　後ほどの議事において、プラン策定後、初めての予算編成となる平成28年度当初予算
について説明することとしており、今後、プランの推進について、委員の皆様の御協力を
お願いいたします。
　また、お手元には、資料１-１としてプランの概要を、１-２としてプランの本体を、御
用意しておりますが、紐で綴じた本体については、分量が多く御不便をおかけしていると
ころ、現在、政策編として１冊、地域編として３冊、行政経営編１冊の計５冊となるよう
印刷製本を進めているところであります。委員の皆様には、作成次第、お送りいたします

ので、御了承下さるようお願いいたします。
　次に、報告事項の二つ目、国土強靱化基本法に基づく地域計画となる、「岩手県国土強靱
化地域計画」の策定について、報告いたします。
　昨年11月に開催した当審議会において、計画の素案について御意見等を頂戴し、その後、
有識者による検討会議での審議や、パブリック・コメント等での御意見も踏まえ、今般、
「岩手県国土強靱化地域計画」を策定し、公表しております。
　本日、お手元には、資料２-１から２－３まで、３つの資料を用意しており、このうち、
資料２－１を御覧願います。計画全体の概要を表すものであります。計画の素案から、そ
の構成に大きな変更は無く、前々回の当審議会でお示しした内容とほぼ同じであり、一番
上に記載のとおり、当地域計画は、いかなる大規模自然災害が発生しても、「致命的な被害
を負わない強さ」と「速やかに回復するしなやかさ」を持った安全・安心な地域社会の構
築に向けて、「岩手県の強靱化」に関する施策を総合的かつ計画的に進めるための指針とな
るものであり、平成28年度から平成32年度までの５年間を計画期間としております。
　本日、計画の内容について、詳細な説明は省略させていただきますが、策定に当たっては、国が示したガイドラインに従い、東日本大震災津波での経験も踏まえながら、災害に強い県土づくりを進めるため、漏れのないよう検討を進め、東日本大震災による被災３県としては、初めての策定に至ったものであります。
　資料２-１の裏面では、計画期間において優先して取り組む34の重点施策、また、主な
重要業績評価指標・ＫＰＩを掲載しており、資料２-２の計画本文、資料２－３の資料編と
併せ、後ほど、お目通しいただくようお願いいたします。
　最後に、今後の進め方についてですが、来年度以降の具体的な施策の進捗管理方法、い
わゆるＰＤＣＡサイクルについて、現在検討を行っており、毎年度、当地域計画に掲げる
施策の実施状況について取りまとめ、外部の有識者の方などからも御意見をいただき、評
価、見直し等を行うよう考えているところであります。
　その詳細については、これからとなりますが、当審議会の場でも、当地域計画の進捗状
況について御報告させていただき、御意見を頂戴したいと考えており、引き続きよろしく
お願いいたします。
　報告事項２件に関して、事務局からの説明は以上です。
○岩渕明会長
　ただいまの説明について、委員の皆さんから質問等ございませんか。
（質問等なし）
４　議　事
（１）平成28年度当初予算について

（２）政策評価結果等の政策等への反映状況について

（３）「希望郷いわて」の実現に向けた各委員からの御提言について
○岩渕明会長
　次に、次第の４の議事(１)の「平成28年度当初予算」と議事(２)の「政策評価結果等の政策等への反映状況」の２件について、事務局から一括して説明をお願いします。それでは、事務局からお願いします。
○高橋政策地域部政策推進室政策監
　それでは、今週木曜日、18日に開会する２月県議会定例会に提案することとしている平
成28年度当初予算について説明するに当たり、まず、お手元の資料内容を御確認願います。
　本日、予算関係の資料として、４種類お配りしており、資料３-１が一般会計当初予算のポイントとして、全体の概要を表したもの、資料３-２が当初予算のあらましとして、少し詳しく、予算編成の基本的な考え方、予算規模、歳入・歳出の状況や、復興計画及びいわて県民計画の政策ごとに主な事業を取りまとめたもの、資料３-３が、部局別に主要事業をとりまとめたもの、資料３-４が予算を目的別、性質別、部局別等に総括し、昨年度と対比させるといった各種のデータ編としております。
　本日は、資料３-１により、全体の概要を説明いたします。それでは、１ページ、「平成28年度当初予算案（一般会計）の状況」を御覧願います。
　まず、平成28年度当初予算は、「本格復興完遂予算」であります。この意味するところは、被災地の安全、暮らし、なりわいを支える復興事業を着実に進め、「本格復興」を完遂させるとともに、「希望郷いわて国体・希望郷いわて大会」を成功に導き、また、今般策定した、いわて県民計画「第３期アクションプラン」、「ふるさと振興」にもしっかりと取り組むことを盛り込んだ予算であること表したものであります。予算の基本的な考え方ですが、震災分については、第２期復興実施計画に掲げる「参画」「つながり」「持続性」の視点を引き続き重視して編成したところであり、また、いわて県民計画「第３期アクションプラン」を着実に進めるとともに、ふるさと振興については、「岩手で働く」「岩手で育てる」「岩手で暮らす」などの取組を、国の新たな交付金を活用しながら取り組んでいくこととしております。
　さらには、「ＩＬＣの実現」、「国体・障害者スポーツ大会の成功」など復興を後押し
する取組を推進するとともに、国の補正予算を踏まえた平成27年度２月補正予算と一体的
に、ＴＰＰ対応を見据えた本県農林水産業の体質強化や、地方創生などに取り組んでいく
こととしております。
　次に、当初予算の規模は、１兆661億円であります。これは、平成27年度当初予算に比較
して、約451億円、率にして4.1％の減となります。災害廃棄物処理分を除く予算額として、
全体額、震災分ともに過去２番目のものであり、また、１兆円を超えるのは５年連続とな
っております。
　２ページ、「歳入予算・歳出予算のポイント」を御覧願います。まず、歳入予算の状況について、東日本大震災津波からの復旧・復興のための財源については、これまでと同様に、復興交付金や震災復興特別交付税など国費を最大限活用することとしております。
　なお、復興財源の見直しに伴う地方負担額の拡大には、右の箱囲みの一つ目、新たに県
債を24億円程度発行し対応しており、その下、通常分については、地方消費税の伸びによ
り県税収入の増加を見込んでおり、県債については、臨時財政対策債の減により、54億円
程度減少となっております。
　次に、歳出予算の状況について、右の箱囲みのとおり、復旧・復興に係る震災分につい
ては、災害公営住宅等の整備などが進むことから、前年度と比較して、約482億円、率
にして10.7％の減となります。
　また、通常分については、療育センター整備事業などの普通建設事業の増加、また、社
会保障関係経費等の補助費の伸びにより、前年度と比較して、約31億円、率にして0.5％の
増となっております。
　３ページ、「「本格復興完遂予算」における取組の概要」を御覧願います。このページからは、重点的に取り組む政策について、主な事業を掲載しており、資料３-２の18ページから100ページにわたる掲載内容のダイジェスト版としております。
３ページは、まず、復興関係の取組です。「『安全』の確保」については、本格復興の
完遂に向け、引き続き、中ほど、被災した河川、海岸等の公共土木施設や復興道路等の早期復旧・整備を推進します。また、宮古警察署の整備など、警察施設を復旧し、治安基盤を確立します。「『暮らし』の再建」については、被災者の方々が一日も早く安定した生活に戻ることができるよう、災害公営住宅の早期整備を推進します。また、山田病院や高田病院など、被災した県立病院の再建など、質の高い保健・医療・福祉の提供体制の整備に取り組みます。「『なりわい』の再生」については、中ほど、被災した漁港の復旧を完了させるほか、上に戻って、地域漁業の再生と資源回復に向けた支援や、県産農林水産物等の販路回復・拡大に向けた取組を推進し、また、被災した中小企業の再建や復興に向けた取組を支援し、若者や女性をはじめとした、被災地で起業を行おうとする方々への支援を実施します。さらに、下の段、長期的な展望に立ち、津波復興祈念公園の整備やＩＬＣの実現に向けた取組の推進など、新しい三陸地域の創造を目指す「三陸創造プロジェクト」を進めてまいります。
　次に、４ページを御覧願います。二つ目として、「希望郷いわて」の実現に向けて、「復興計画」と軌を一にし「いわて県民計画」の着実な推進を図る主な取組となります。今般策定した「第３期アクションプラン」に基づき、まず、「仕事」の分野では、自動車・半導体関連産業の一層の集積促進や競争力強化、地域資源を生かした食産業や観光産業などの振興に取り組みます。
　また、先週９日に設置した「いわてで働こう推進協議会」を中心に、長時間労働の抑制
など働き方の改善や若者・女性の県内就職・創業を支援する取組を、官民を挙げて進めて

まいります。さらに、地域農業の核となる経営体の育成や、県産米新品種「銀河のしずく」
「いわて118号」のブランド化に向けた取組など、農林水産物の高付加価値化を図ります。
　次に「暮らし」の分野では、医師の確保対策やドクターヘリのヘリポート整備を進める
など、地域の保健医療体制の充実を図ってまいります。また、障がい児・障がい者の方々
への支援の充実を図るため、中ほど県立療育センターと、その右、盛岡となん支援学校の
整備を一体的に推進してまいります。さらに、若者文化祭をはじめとした、若者の主体的

な活動を促進するための支援や女性の活躍支援に取り組んでまいります。
　「学び・こころ」の分野では、児童生徒の学力向上や、地域社会の未来を担うグローバ
ル人材の育成に取り組むことをはじめ、いじめ対策に取り組み、児童・生徒の健全育成を
推進してまいります。さらに、ラグビーワールドカップ2019日本大会の成功に向けて、釜
石市と連携して準備を進め、大会機運の醸成を図ってまいります。
　「環境」の分野では、「岩手県地球温暖化対策実行計画」に基づき、県民総参加による
地球温暖化対策を推進するため、普及啓発活動や、再生可能エネルギーの導入促進に向け
た取組を支援していきます。
　「社会資本等」の分野では、地域間の交流・連携を支える道路やスマートインターチェ
ンジ等の整備を進めます。なお、この分野に関連し、先ほど報告した「岩手県国土強靱化
地域計画」に盛り込んだ施策に関連する予算は約3,100億円余であり、その主な事業として

は、ハード面では、ただ今の地域連携道路整備事業費や海岸事業費など、また、ソフト面
では、地域防災力強化プロジェクト事業や災害派遣福祉チーム派遣体制強化事業費などを
計上しているところであります。
　次に進み、さらには資料の下段のとおり、「復興のシンボル」となる、「希望郷いわて
国体・希望郷いわて大会」の成功に向けて、市町村や関係団体・企業など県民の総力を結
集し、「オール岩手」で取り組み、また、スポーツの枠を超え、文化芸術イベントや民間
事業と連動した新機軸の取組である「国体・大会プラス」などを展開し、大会のさらなる
盛り上げを図るほか、世界遺産サミットの開催など、平泉世界遺産登録５周年事業に取り
組みます。

　次に、５ページ、「「岩手県ふるさと振興総合戦略」の展開」を御覧願います。来年度は、昨年策定した総合戦略を実行に移していく年であり、「岩手で働く」「岩手で育てる」「岩手で暮らす」の３つの柱に沿った事業を展開し、ふるさと振興の取組を軌道に乗せていきます。
　まず、「岩手で働く」柱では、やりがいや十分な所得が得られる仕事を創出するため、
科学技術によるイノベーションの創出や農林水産物の輸出促進などを進め、また、首都圏

の移住相談窓口を拡充するなど、Ｕ・Ｉターン対策を強化します。
　次に、「岩手で育てる」柱では、出会い、結婚、妊娠・出産、子育て等の各ライフステ
ージに応じたきめ細かな支援を行うため、まず、“いきいき岩手”結婚サポートセンター

「ｉ-サポ」の運営を通じ、結婚したいと願う方々の出会い、結婚を支援します。
　また、不妊治療費の助成を増額し、不妊に悩む方々を支援するとともに、本年８月からは、子育て家庭を支援するため、未就学児及び妊産婦に係る医療費助成の現物給付を実施します。
　こうした取組と合わせ、「岩手で暮らす」柱では、文化・スポーツの振興やふるさとの
未来を担う人づくりなど、岩手の魅力を高める取組を進めていきます。
　なお、総合戦略に基づく事業については、資料３-２の74ページ以降に一覧を掲載して
おり、中小企業東日本大震災復興資金貸付金895億円余等の、大きな貸付金事業も含め、全
体で320事業、予算総額は1,900億円余となっております。

　説明は以上となりますが、後ほど、他の資料にもお目通しいただければと存じます。

○小野政策地域部政策推進室評価課長
　次に、資料４により、平成27年度政策評価結果等の政策等への反映状況について御説明いたします。これは、政策評価の結果を踏まえ、平成28年度予算等にどのように反映しているかについて明らかにするものです。
１ページを御覧下さい。「第１ 政策評価及び事務事業評価の反映状況」のうち、「１ 政策評価結果の反映状況」についてですが、第２期ＡＰを構成する４２の政策項目について、各種指標の達成状況、県の取組状況、社会経済情勢等を総合的に勘案して、各政策項目の課題や今後の方向を取りまとめるなどの政策評価を行いました。これにつきましては、11月に開催した第73回総合計画審議会で御報告したところです。
その評価結果等を踏まえ、先ほど説明があったように、「いわて県民計画」第３期ＡＰを策定するとともに、平成２８年度予算を編成いたしました。その中で、「（１）反映状況」にあるとおり「新規事業の創設」64事業、「既存事業の拡充」30事業など、予算に反映させております。また、予算以外につきましても、「制度、組織体制の見直し」といった面にも反映させています。
その主なものにつきまして、「（２）主な反映内容」において、アクションプランの７つの政策分野ごとに主な反映内容を記しております。
例えば、政策「Ⅰ 産業・雇用」においては、人口の社会減に対応し、県内外からの人材確保を図るため、平成28年度当初予算において5,100万円余の「いわてしごと人材創生事業」を創設することとしております。
その他、１ページから２ページにかけまして、主な新規事業、拡充事業等を掲げておりますが、それぞれ政策評価の結果を踏まえたものとなっております。
また、この一覧の中では、予算に加え、制度、組織の見直しについても盛り込んでおります。例えば、２ページの政策Ⅲ「医療・子育て・福祉」では、「地域医療構想の策定後、構想地区ごとに「協議の場」を設置する」との取組に評価結果が反映されています。
次に、２ページ下の「２ 事務事業評価結果の反映状況」ついて御説明します。事務事業評価は、アクションプランを推進するための事業など、政策的な737事業を対象に、各種指標の状況等を基に今後の方向付けを行っております。こういった事務事業評価結果を踏まえ、平成28年度当初予算においては55事業の「縮減」、または「休止、廃止」を行い、一般財源で３億3,100万円を縮減しました。また、拡充した事業が37事業、新規事業が74事業となっています。事務事業全体としては、一般財源で94億8,200万円減額し、事業の選択と集中を図っています。詳細につきましては、３ページの各表に取りまとめています。
次に、４ページをお開きください。「１ 公共事業評価の反映状況」につきましては、担当部局において50億円未満の公共事業を対象に410地区の評価を行い、その結果、大半は平成28年度予算におきまして新規に事業採択、ないしは継続して事業を行うということで予算を計上しておりますが、１の「（１）事前評価」において不採択としたものが１地区、「（２）継続評価」において一時休工としたものが４地区、本年度で事業完了する見込みとなったものが８地区となっています。
また、５ページの「２ 大規模事業評価結果の反映状況」について、大規模事業は、50億円以上の公共事業と、25億円以上の施設整備事業を対象とし24地区について評価を行い、それを踏まえて、全ての事業を採択ないしは事業継続としています。
なお、「（１）事前評価」で大規模事業１件と掲げていますが、具体的には基本構想策定後段階の大規模施設整備事業である「みたけ学園・みたけの園整備事業」であり、評価の結果、事業採択として、28 年度予算に事業予算を計上しております。
いわて県民計画アクションプランの進行管理に当たっては、政策評価の仕組みに基づくマネジメントサイクルを確実に機能させ、その着実な推進を図ってまいります。
私からの説明は、以上です。
○岩渕明会長
　ただいまの事務局の説明について、質問等がありましたら御発言をお願いします。
○吉田基委員

　「いわてへの定住・交流促進事業費」について、どの市町村でも実施していると思うが、連携はどうなっているか。

○事務局説明

　協議会を設置し、市町村や商工会議所等がメンバーとして入っていただき、先日は高知県の市町村の先進的な取組について意見交換したところです。また、ふるさと回帰支援センターへブースを設け、職員を配置し、本県の情報発信を行っている。
○岩渕明会長

　本県の放射能対策はどのように進んでおり、県としてどのようなスタンスなのか。
○事務局説明

　農林系副産物の処理が残っており、引き続き、国に要望していくとともに、関係市町と連携していく。また、生活空間の空間線量率は低減傾向で推移しており、除染基準を大きく下回っている。牧草については混焼により温度調節し、焼却処理を進めている。
○千田ゆきえ委員

　「特定不妊治療費助成事業費」と「男性不妊治療費助成事業費」に分けている理由は何か。不妊の原因が主として女性にあると誤解を与えかねないので、注意をお願いしたい。
○事務局説明

　分けているのは予算上の区分であり、内容については同じものである。
○谷藤邦基委員

　「バス運行対策費」は、不採算路線を補てんする事業か。何路線あって、不採算はどの位あるのか。こうした事業は重要である。バス路線は地域の毛細血管であり、これが断たれると壊死してしまう。

○事務局説明

　委員のおっしゃるとおりである。路線数には本日データを持ち合わせていないのでご了承いただきたい。
○岩渕明会長
　次に、議事の(３)ですが、審議会の冒頭で事務局から説明があったとおり、今回の審議会が第18期委員の任期中最後の審議会となりますので、各委員から御発言をいただきたいと思います。
　テーマは、岩手県政への全般的な意見のほか、「希望郷いわて」の実現に向けた御提言、また、委員任期２年間を振り返っての所感でも結構です。それでは、浅沼委員の方から着席順にお願いしたいと思います。

　時間は、委員１人あたり、３～４分程度は発言時間が取れますので、よろしくお願いします。
（※下記のとおり、出席の各委員から発言があった。）

○浅沼道成委員
　・第３期アクションプランの策定について、審議会の議論を通してどう変わったのか、

　　もう少し分かりやすい説明があれば良かった。
　・国体のため選手を育成し、予算もかけてきたのだから、国体後も中・長期的な視点に

　　立った取組を行い、若い人・新しい人を登用しながら、オリンピック選手を育てるよ
　　うな仕組みづくりをしてはどうか。
　・ＮＰＯとの協働について、ＮＰＯを育てるという発想を持ってほしい。人口が減少し

　　ていけば地域での協働が必要となっていくので、その仕組みづくりをしてほしい。
○伊藤昌子委員

　・岩手は広く、それぞれ地域の課題を抱えているが、地域の魅力を発信しながらネット

　　ワークを構築していくことが重要である。
　・震災から５年が経過し、やっとゼロからスタートという感じとなっているので、県に

　　は引き続き、復興に力を注いで欲しい。

　・教育振興にしっかりと取り組み、岩手で学び、岩手に誇りを感じる取組に予算をかけ
　　てほしい。
○小田祐士委員

　・ひとつひとつの事業を頑張っても成果はなかなか出て来ず、複合的に進めて初めて成
　　果が出てくる、また、住民に参加してもらわないと結果はついてこない。震災以降、

　　石橋を壊すように、前向きに意識が変わってきたと感じているので、今後も新しい事

　　業に取り組んでいきたい。
　・地元のモノづくり産業を支えるためには、教育が重要。高校再編は仕方がないかもし
　　れないが、教育振興により地域が希望を持てるようにしてほしい。

○金谷茂委員
　・ＰＴＡの代表として、この審議会へ出席し、子ども達の笑顔をいかにして作るかを

　　考えてきた。被災地ではいまだに学校のグラウンドに仮設住宅や仮設校舎が建ってい

　　る。沿岸・内陸を問わず、県内のすべての子ども達が同じ環境で学べるよう教育環境

　　の整備をお願いしたい。
　・この審議会では教育の関する議論があまりなかった。いじめ対策や公務員の不祥事に

　　どう取り組んでいくか、具体的に検討していただければと考えている。

○鹿野順一委員
　・資料3-1は、県の施策をよくまとめていると思うが、ここに書かれていないことはで

　　きないと言われると困る。また、「当初予算のポイント」について説明があったが、こ

　　れを県民にしっかりアナウンスできているのかと思った。
　・復興期間の８年間は、ハードとインフラの復旧にとどまるのではないか。

　・私のところの商店街振興組合は３月に解散することとなった。復興のステージは、ハ
　　ードからソフトに移行しつつあるが、仮設商店街がバラバラになることがないよう、
　　長いスパンで考えてほしい。
○鎌田仁委員

　・漁業は、高齢化や従事者減少の現状にある。希望に満ちた漁業になるよう、行政だけ
　　でなく、漁業者や加工事業者等が知恵を出し合い、皆で取り組んでいくべきである。
　・地元の水産加工事業者は、機器の老朽化により、設備更新を行いたいが、震災直後の

　　グループ補助などの支援策が現在、少ないことから二の足を踏んでいる。何か支援策
　　があれば良いと思う。
　・地元の消防団に所属しているが、震災時等には消防団の活躍が重要である。是非、子
　　ども達が将来、地元の消防団に入るような教育をお願いしたい。

○菅原惠子委員

　・ＮＰＯの活動を進めていく上で、国や県等の施策・予算をしっかりと把握していくこ

　　とが重要であると思った。

　・高齢者の活用について、第３期アクションプランの概要版に載っていないのは寂しく
　　感じた。高齢者のくくりが何歳からなのかというのもあるが、70代でも元気な人もい

　　れば、そうでない方もいるが、高齢化社会では高齢者に活躍してもらうことが重要だ

　　と思う。

○高橋勝委員

　・福祉・介護人材の育成が重要であるが、最近、ある高校では福祉人材を育成するコー

　　スを止めてしまった。専門学校でも入学者が集まっていない状況。入所系施設のマ

　　ンパワー不足も相当で、職員一人が休むと深刻な状況となる。
　・岩手の一番の売りは人材育成だったはず。今後、ますますのマンパワー不足が心配で

　　あり、小さい頃から福祉教育を行っていくべきと考える。
○谷藤邦基委員

　・これまで、日本はプラザ合意、リーマンショックといった大きな変化をうまく乗り越
　　えてきた。人口減少が進む中、今まさにパラダイムシフトしている中にあるが、新た

　　なショックが近付きつつあり、解決策がないように感じる。
　・これから、地方・地域は、①「変化を先導する地域」、②「変化を後追いする地域」、

　　③「埋没していく地域」の３つに分かれていくと思うが、理想は①、最低でも②に
　　ならなければならないと思う。
○千田ゆきえ委員
　・立派なアクションプランを策定したが、若い人は県政に興味を持っていない。当社は

　　平均年齢33歳だが、技術だけでなく、社会的な部分も教育していかなければならない
　　と、年１回の勉強会を開催している。先日の社内研修では、オガールの社長に講話し
　　て頂き、社員は初めて岩手が危機的な状況にあると知った。社会に出てからも勉強の
　　機会を提供できる会社を目指していきたい。
　・県民が主役であり、県民が県政を動かしていくべきであり、県は県民を巻き込んでう

　　まく活用してほしい。

○恒川かおり委員
　・行政には、声の大きい人の要望が届きがちで、どんなに立派な仕組みを作っても隙間

　　が必ずできる。千田委員の発言のとおり、主役は県民であり、県政は、ＮＰＯや県民

　　が力を合わせて頑張っていかなければならない。
　・子ども達が自分の未来を考え、学び合うことが次の世界を作っていくために重要。

　・ＮＰＯの経営は厳しく、県からの支援があれば有り難い。予算がなくても、公営バス

　　の無料貸し出し、企業とのマッチングなど、ゼロ予算でも出来ることがある。

○早野由紀子委員
　・最近、岩泉町に若者がＵターンして、自分達のお店など商店街の魅力アップの取組を
　　始めている。行政には、空き家や耕作放棄地の見える化をしてもらい、使用可能な状

　　況にした上で、窓口を一本化してもらえるような取組をお願いしたい。
　・今年１月に停電があった。小本地区にある新しい住宅は停電を気にしないで過ごせる

　　が、孤立集落は大変な思いをしているので、そういった部分への取組をお願いしたい。

○細川智徳委員

　・市の審議会も兼務しているが、人口問題については10年先でなく、20、30年先を見
　　据えた戦略が必要である。新しい施設が出来ると小売店が減り、空き家が出てくる。

　　既存のものを如何に活用していくのかという考えが大事である。
　・人材育成の施策が物足りない。ものづくりは良いが、農業、漁業、建設業、医療等に

　　ついても力を注いで欲しい。
　・県職員自体の出生率向上は難しいと言われたが、ワーク・ライフ・バランスなど行政

　　が率先して取り組んでいくべきである。
○森奥信孝委員

　・久慈地域の高卒者の管内就職率が他地域と比較して低い。今年度初めて、久慈地域で

　　40％になったものの、いまだ６割の高卒者が流出しており、久慈地域にとって大きな
　　損失であり、地元に一人でも多くの高卒者が残る対策を行政と一緒に考えていきたい。
　・第３期アクションプランにおいて、県全体の高
　　卒者の県内就職率が平成30年度目標値66.5％はとても低く、さらに、県北広域圏の
　　高卒者の県内就職率の平成30年度目標が40.0％は達成値であり目標値が低すぎる。
　・若年者の人材育成に企業として取り組んでいるが、更なる高度な人材育成を長期的に

　　取り組みたいので、県も引き続き支援して欲しい。また、５年先10年先の岩手県発展　　を見据えて若者が活躍できるように県は若者育成に対し先行投資を行って頂きたい。
○山田佳奈委員
　・各委員からの発言を聞き、教育や人材育成という言葉が出て来たのが印象的だった。

　　次の世代に何を残していけるのか、よく考えるようになったが、これからの時代は一

　　層、徹底的に考え抜き、本質を見極める力が必要とされると思う。若い世代の人がそ

　　うした力を養っていけるよう、私も努力したい。
　・このことに関わり、国土強靱化地域計画についても、地域を強靱化できるかは、最終

　　的には人にかかっているだろう。
　・学生から「岩手が好きだ」という声を聞き、地域の底力に感動したことがある。10年
　　経っても、岩手が好きだと言ってもらえるよう皆で頑張っていかなければならない。

○吉田基委員

　・岩手県人としての誇りを持つことが重要である。もっと地域の資源や誇りを学べる機

　　会を作ってほしい。岩手県の財産は高校生、特に、進学校ではない学校の子ども達で

　　ある。
　・彼らの潜在能力はとても高いので、彼らが地域の中で誇りを持てるような取組を通し

　　て地域住民と連携し人口減少などの地域課題に協働で取り組んでもらいたい。
　・人口減少に取り組む以上、高校再編のあり方についてはもう少し考えて欲しい。

○岩渕明会長
　・我々岩手県民が外に行った時に、岩手はここが一番だよ、ナンバーワンはこれだよと
　　いう岩手の売りを作ってもらえれば良いと思う。また、その点について、皆が共通意
　　識を持つことが重要であると思う。
５　その他

○岩渕明会長
　それでは、次第の５の「その他」ですが、最後に全体を通して、何か御意見・御感想等がある委員がいらっしゃいましたら、御発言をお願いします。
　何もなければ、事務局の方に進行をお返しいたします。

６　閉　会

○大槻政策地域部副部長兼政策推進室長
　委員の皆様、長時間の御審議ありがとうございました。
　本日、皆様からいただいた御提言等は、今後の取組や次期の審議会へ生かして参りたいと考えております。それでは、閉会にあたりまして、達増知事より御礼を申し上げます。

○達増知事
　今回の審議会が、２年間の第18期委員におかれての最後の審議会ということで、委員の皆様から様々、御意見、御提言をいただき、２年間のしめくくりにふさわしい審議会となりました。第18期委員の皆様に御議論いただいた成果を、次期となります第19期審議会に引き継いでいきたいと考えております。

　委員の皆様におかれましては、今後も引き続き、御助言等いただければと思います。本日は、ありがとうございました。

○大槻政策地域部副部長兼政策推進室長
　最後に事務連絡となりますが、この後17時15分から、同じ２階のフロアになりますが、別会場「クローバー」において懇親会を開催いたします。

　懇親会御参加の委員におかれましては、御自身の準備が整いましたら、クローバーの方へ御移動をお願いいたします。

　それでは、本日の審議会はこれをもちまして閉会といたします。本日はありがとうございました。
（以上）
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